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１．教育投資の全体状況
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【全教育段階】公財政教育支出の対ＧＤＰ比（2009年）

OECD平均 5.4％

3.6％

機関補助のみ 機関補助
＋

個人補助

3.8％

（単位：％）

OECD平均 5.8％

○我が国の公財政教育支出の対ＧＤＰ比は、いずれの学校段階でも国際的に低い。

（注）機関補助とは、教育機関への公財政支出を指す。一方、個人補助とは、奨学金等の家計・学生への公財政出を指す。 （出典）「図表でみる教育（2012）」（OECD）より作成。

（出典）OECD『図表でみる教育』各年版

○我が国の公財政教育支出（機関補助）は平成２１年度は3.6％であり、平成２０年度の3.3％から0.3ポイント増加しているが、これは
主にGDPが下がったためである。平成２０年に起きた金融危機の影響により、この間、多くの国で同様のGDPの下落が見られた。

◆全教育段階における経年変化（公財政教育支出、機関補助のみ）

（単位：％）

２

（単位：％）

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

３．５ ３．４ ３．３ ３．３ ３．３ ３．６日本

５．０ ５．０ ４．９ ４．８ ５．０ ５．４ＯＥＣＤ平均
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【就学前教育段階】公財政教育支出の対ＧＤＰ比（2009年）

0.10％

機関補助のみ 機関補助
＋

個人補助

0.1％

OECD平均 0.6％

OECD平均 0.47％

３

（単位：％）

（注）機関補助とは、教育機関への公財政支出を指す。一方、個人補助とは、奨学金等の家計・学生への公財政支出を指す。

（出典）「図表でみる教育（2012）」（OECD）より作成。
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【初等中等教育段階】公財政教育支出の対ＧＤＰ比（2009年）

2.7％

機関補助のみ 機関補助
＋

個人補助

2.7％

（単位：％）

OECD平均 3.7％ OECD平均 3.8％

４

（注）機関補助とは、教育機関への公財政支出を指す。一方、個人補助とは、奨学金等の家計・学生への公財政支出を指す。

（出典）「図表でみる教育（2012）」（OECD）より作成。
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【高等教育段階】公財政教育支出の対ＧＤＰ比（2009年）

機関補助のみ 機関補助
＋

個人補助

0.8％
0.5％

OECD平均 1.1％

OECD平均 1.4％

５

（単位：％）

（注）機関補助とは、教育機関への公財政支出を指す。一方、個人補助とは、奨学金等の家計・学生への公財政支出を指す。

（出典）「図表でみる教育（2012）」（OECD）より作成。



0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

ノ ル
ウ

ェー

デ
ンマ

ー
ク

オ
ー

ス
トリア

ア
メ リカ

ス
ウ

ェー
デ

ン

ア
イル

ランド

ベ
ル

ギ
ー

ア
イス

ランド

フィンランド

オ
ランダ

フランス
ド イツ

ス
ペ

イン

オ
ー

ス
トラリア

ス
ロベ

ニ
ア

イタリア 日
本

イギ
リス

ニ
ュー

ジ
ー

ランド

ポ
ル

トガ
ル 韓

国
チ

ェコ

エ
ス

トニ
ア

イス
ラエ

ル

ハ
ンガ

リー

ポ
ー

ランド

ス
ロバ

キ
ア

メ キ
シ

コ
チ

リ

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

16000

18000

ノル
ウ

ェー

デ
ンマー

ク

オ
ー

ストリ ア

スウ
ェー

デ
ン

アメリ カ

アイル
ランド

オ
ランダ

ベ
ル

ギ
ー

フィンランド

アイスラ ンド
イギ

リ ス
ドイツ

オ
ー

ストラリ ア
フランス

スペ
イン

スロベ
ニア

ニュー
ジー

ランド
イタ リ ア

日
本

ポ
ル

トガ
ル 韓

国
チェコ

エストニア

イスラエル

ハ
ンガ

リ ー

スロバ
キ

ア

ポ
ー

ランド チリ

メキ
シコ

【全教育段階】在学者一人当たり公財政教育支出（2009年）

OECD平均 7,407

OECD平均 8,274

7,405 7,838

機関補助のみ 機関補助
＋

個人補助

（単位：米ドル）

○我が国の在学者一人当たり公財政教育支出は、全教育段階ではＯＥＣＤ平均をわずかに下回る。
特に就学前教育と高等教育段階では国際的に低い。

６

（注）機関補助とは、教育機関への公財政支出を指す。一方、個人補助とは、奨学金等の家計・学生への公財政支出を指す。

（出典）機関補助のみ：「図表でみる教育（2012）」（OECD）に基づき作成。ただし、ドイツ及びアイルランドの値はOECD.Statisticsより作成（算出方法は下記参照（※））。平均値は、ドイツ及びアイルランドを除いた値。
機関補助＋個人補助：OECD.Statisticsより作成（各国各教育段階において、「公財政支出合計÷在学者数÷購買力平価」（※）により算出）。
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【就学前教育段階】在学者一人当たり公財政教育支出（2009年）

OECD平均 5 ,379

2,565
2,565

OECD平均 5,523

機関補助
＋

個人補助

機関補助のみ

７

（注）機関補助とは、教育機関への公財政支出を指す。一方、個人補助とは、奨学金等の家計・学生への公財政支出を指す。

（出典）機関補助のみ：「図表でみる教育（2012）」（OECD）に基づき作成。ただし、ドイツ及びアイルランドの値はOECD.Statisticsより作成（算出方法は下記参照（※））。平均値は、ドイツ及びアイルランドを除いた値。
機関補助＋個人補助：OECD.Statisticsより作成（各国各教育段階において、「公財政支出合計÷在学者数÷購買力平価」（※）により算出）。
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【初等中等教育段階】在学者一人当たり公財政教育支出（2009年）

OECD平均 7,745 OECD平均 8,188

7,779 7,779

機関補助のみ 機関補助
＋

個人補助

（単位：米ドル）

８

（注）機関補助とは、教育機関への公財政支出を指す。一方、個人補助とは、奨学金等の家計・学生への公財政支出を指す。

（出典）機関補助のみ：「図表でみる教育（2012）」（OECD）に基づき作成。ただし、ドイツ及びアイルランドの値はOECD.Statisticsより作成（算出方法は下記参照（※））。平均値は、ドイツ及びアイルランドを除いた値。
機関補助＋個人補助：OECD.Statisticsより作成（各国各教育段階において、「公財政支出合計÷在学者数÷購買力平価」（※）により算出）。
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【高等教育段階】在学者一人当たり公財政教育支出（2009年）

OECD平均 8,810 OECD平均 11,735

6,102 8,416

機関補助のみ 機関補助
＋

個人補助

９

（注）機関補助とは、教育機関への公財政支出を指す。一方、個人補助とは、奨学金等の家計・学生への公財政支出を指す。

（出典）機関補助のみ：「図表でみる教育（2012）」（OECD）に基づき作成。ただし、ドイツ及びアイルランドの値はOECD.Statisticsより作成（算出方法は下記参照（※））。平均値は、ドイツ及びアイルランドを除いた値。
機関補助＋個人補助：OECD.Statisticsより作成（各国各教育段階において、「公財政支出合計÷在学者数÷購買力平価」（※）により算出）。



国の予算の全体像

10

※｢文教関係予算｣は、主要経費｢文教及び科学振興費｣のうち｢科学技術振興費｣を除いたものである。
※【 】内は東日本大震災復興特別会計を算入したもの。なお、平成24年度政府総支出には東日本大震災復興特別会計繰入れを含む。
※平成24年度社会保障費：・歳出予算（36.5％分）と税制抜本改革により確保される財源を充てて償還される「年金交付国債」により基礎年金国庫負担２分の１を確保。

・年金差額分（社会保障関係費に限る）は、2兆5,044億円。
・年金差額分を考慮すると、２０１２年の社会保障関係費の一般歳出に占める割合は、約５４％。

※⑤その他は科学技術振興費を含む。

○政府全体では一般歳出に占める社会保障関係経費の割合が増加する中で、文教関係予算の割合は
概ね８％を維持。

政府総支出 (１)国債費 (２)地方交付税
　　交付金等

※()内は
政府総支出に
占める割合

※〈〉内は
一般歳出に
占める割合

①社会保障
関係費

②文教関係予算 ③防衛 ④公共事業 ⑤その他

平成20年度 4,895,201 830,613 201,632 156,136 472,845 217,829 39,395 47,796 67,352 100,473

(24.3%) (18.8%) (56.9%) 〈46.1%〉 〈8.3%〉 〈10.1%〉 〈14.2%〉 〈21.2%〉

平成21年度 4,738,590 885,480 202,437 165,733 517,310 248,344 39,228 47,741 70,701 111,296

(22.9%) (18.7%) (58.4%) 〈48.0%〉 〈7.6%〉 〈9.2%〉 〈13.7%〉 〈21.5%〉

平成22年度 4,793,492 922,992 206,491 174,777 541,724 272,686 42,419 47,903 57,731 120,985

(22.4%) (18.9%) (59%) 〈50.3%〉 〈7.8%〉 〈8.8%〉 〈10.7%〉 〈22.3%〉

平成23年度 4,469,621 924,116 215,491 167,845 540,780 287,079 41,641 47,752 49,743 114,565

(23.3%) (18.2%) (58.5%) 〈53.1%〉 〈7.7%〉 〈8.8%〉 〈9.2%〉 〈21.2%〉

平成24年度
903339

【941,093】
219,442 165,940 512,450 263,901

41,095
【42,737】

47,138 45,734 114,582

(24.3%) (18.4%) (56.7%) 〈51.5%〉 〈8.0%〉 〈9.2%〉 〈8.9%〉 〈22.4%〉

平成２０年度～
２４年度の変化 -8.7% 8.8% 8.8% 6.3% 8.4% 21.2% 4.3% -1.4% -32.1% 19.5%

名目ＧＤＰ
(３)一般歳出



年度 文教関係予算
対前年度
増△減

平成20年度
予 算 額 39,395 114 0.5 %

平成21年度
予 算 額 39,228 △ 164 △ 0.4 %

平成22年度
予 算 額 42,419 3,191 8.1 %

平成23年度
予 算 額 41,641 △ 778 △ 1.8 %

平成24年度
予 算 額 41,095 △ 546 △ 1.3 %

（復興特別会計入り） 42,737 1,095 2.6 %

平成25年度
概算要求額 41,957 862 2.1 %

（復興特別会計入り） 45,974 3,273 7.6 %

平成20→24年度の伸び：1,700億円増（４.３%増） ※復興特別会計除く

※｢文教関係予算｣は、主要経費｢文教及び科学振興費｣のうち｢科学技術振興費｣を除いたものである。

※20年度及び21年度の対前年度比較は、組替後の比較である。

国の文教関係予算の推移

11

○第１期基本計画の期間中（平成20～24年度）に、我が国の文教関係予算は1,700億円増（4.3％増）。
平成22年度には公立高校の授業料無償制及び高等学校等就学支援金の開始などにより前年度比3,191億円増
（8.1％増）。

公立高校の授業料
無償制及び高等学
校等就学支援金の
開始



○平成20年度文部科学省予算（第１期計画初年度） ○平成24年度文部科学省予算（第１期計画最終年度）

文部科学省予算の内訳

12
（出典）文部科学省ＨＰより作成。



政府の一般会計歳出
９０．３兆円

●文教関係予算 ４兆１，０９５億円【一般歳出比８．０％】

○国の財政の構成（平成２４年度）（復興特別会計を除く）

地方財政の総額
９４．８兆円

（国庫補助金等を含む）

■学校教育費（※３） 12兆7,956億円
（うち、人件費が約8.１兆円）（※４）

■社会教育費 1兆5,835億円
■教育行政費 9,444億円
■生涯学習関連費 1,350億円

○地方財政の構成（平成２２年会計年度）

（出典）国の財政：文部科学省調べ
地方財政：総務省「平成24年版地方財政白書」、文部科学省「平成23年度地方教育費調査中間報告」、文部科学省「平成23年度学校基本調査報告書」、

日本私立学校振興・共済事業団「平成23年度版今日の私学財政」に基づき作成（全て平成２２会計年度）

文部科学省予算
５．４兆円

【一般歳出比１０．５％】

国・地方の教育関係費

13

○国の文教予算のうち、義務教育費国庫負担金約1.5兆円で約38％を占める。
地方の教育関係費のうち、多くは学校教育費であり、このうち約70％が人件費である。（※１）

政府の一般歳出
５１．２兆円

■義務教育費国庫負担金
■公立高校の授業料無償制及び

高等学校等就学支援金
■国立大学法人運営費交付金
■私学助成関係予算

1兆5,575億円

3,960億円
1兆1,366億円

4,330億円
など

※「文教関係予算」は、主要経費「文教及び科学振興費」のうち 「科学技術振興費」を除いたもの。

地方の教育関係費総額１７．７兆円
【地方財政総額費１８．７％】

科学技術予算等

国庫補助金等

●教育関係費 １５兆４，５８５億円（※２）

※１ 公立学校（大学・短大は除く）に占める人件費の割合。 ※２ 国庫補助金等を除いた額。
※３ 公立高等学校授業料不徴収交付金2,383億円を含む。
※４ 学校教育費には公立大学・短大にかかる経費及び私立学校への補助金を含むが、

8.1兆円には公立大学・短大及び私立学校の人件費は含まない。
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